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ワーキンググループの
取組状況等について



資料１

情報システムの標準化・共通化について

１．ワーキンググループの取組実績

○ 第１グループ（介護保険等）の標準仕様書の策定【R3.9】

○ 総務省「標準化・共通化に関する進捗状況及び費用にかかる調査」の実施【R3.12】

○ 標準化対象事務を定める政令等の公布 【R4.1】
※基幹17業務に加え、戸籍、戸籍の附票、印鑑登録の３業務が追加

○ デジタル基盤改革支援補助金に関する情報【随時】
※追加された３業務の移行経費も補助対象（国令和３年度第１次補正予算で措置）

等

（１）国の動向等の情報共有

昨年12月の総務省調査における市町の標準準拠システムへの移行に向けた作業の
完了予定時期等は次表のとおり。

（２）標準準拠システムへの移行スケジュールのとりまとめ

１



※20業務毎にスケジュールが異なる場合は、最も遅い業務を基準に記載。

○ 標準仕様書が出揃う来年度から計画立案フェーズが本格化。

○ ６市町が現行ベンダで標準化を予定（他市町は検討中）。

○ 令和６年度から順次移行完了予定。15市町がR8.3を予定。

資料１

２

推進体制 システム概要調査 標準仕様との比較分析 移行計画作成

下関市 完了 R5.3 R5.3 R5.3 R6 R7
宇部市 R4.10 R4.9 R6.3 R5.9 R6.6 R8.3
山口市 R4.1 R4.3 R5.1 R5.3 R6.8 R7.12
萩市 R5.3 R5.3 R5.3 R5.3 現行ベンダで標準化 R8.3
防府市 R4.4 R4.9 R6.3 R5.9 R6.6 R8.3
下松市 R5.5 R5.9 R5.11 R6.3 R7.4 R8.3
岩国市 R4.2 R5.3 R6.3 R6.3 現行ベンダで標準化 R8.3
光市 完了 R4.9 R4.10 R7.10 現行ベンダで標準化 R8.3
長門市 R4.10 R4.9 R6.3 R5.9 R6.6 R8.3
柳井市 R4.12 R5.9 R5.9 R5.9 現行ベンダで標準化 R8.3
美祢市 R4.10 R4.9 R6.3 R5.9 R6.6 R8.3
周南市 R4.10 R5.10 R7.6 R7.6 現行ベンダで標準化 R8.3

山陽小野田市 R4.10 R4.9 R6.3 R5.9 R6.6 R8.3
周防大島町 R4.10 R4.9 R6.3 R5.9 R6.6 R8.3
和木町 R4.10 R4.9 R6.3 R5.9 R6.6 R8.3
上関町 R4.10 R4.12 R5.2 R5.4 R6.8 R8.3
田布施町 R4 R5 R5 R4 R5 R6.12
平生町 R4.6 R4.7 R4 R4 R5 R7.12
阿武町 R4.12 R5.9 R5.9 R5.9 現行ベンダで標準化 R8.3

市町
計画立案フェーズ

移行完了ベンダ選定



資料１

（３）課題のとりまとめとその対応

○ 移行に係る経費はデジタル基盤改革支援補助金（10/10）の対象となっているもの
の、上限額が設けられていることや、現行システムの整理に要する費用（リース残
債等）の取扱が明確にされていない

○ ガバメントクラウドについて、標準準拠システムと連携するシステムの構築の可否、
移行パターン等が不明（国において来年度まで実施する先行事業で検証中）

○ 移行に向けた作業を進めていくうえで相談に乗ってもらえる外部人材の不足

移行に向けた課題

３

○全国知事会や県の政府要望を通じて、 「現行システム契約の解約に伴うリース残
債等への確実な財政措置」 、 「的確な情報提供、フォローアップ」を国に要請

○令和４年度から県において外部人材を確保（委託）し、市町に対する専門的な相談
体制を整備予定

課題への対応



資料１

２．今後のスケジュール

区 分
2020年度
（R2年度）

2021年度
（R3年度）

2022年度
（R4年度）

2023年度
（R5年度）

2024年度
（R6年度）

2025年度
（R7年度）

標準化法による対応
【総務省】

ガバメントクラウドの提供
【デジタル庁】

標準仕様の策定
【関係府省、デジタル庁】

標準準拠システムの開発
【ベンダ】

標準準拠システムへの移行
【地方公共団体】

整備・運用

先行事業による検証

2.0版作成

①住民記録システム
見直し・改定

②第１グループ（７事務）

1.0版作成

③第２グループ（９事務）、戸籍附票

1.0版作成

見直し・改定

システム開発

第1グループ：介護保険、障害者福祉、就学、
固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自
動車税

④印鑑登録

1.0版作成 見直し・改定

⑤戸籍

必要に応じ既存仕様書を見直し

⑥データ要件・連携要件

標準仕様の作成

第2グループ：児童手当、選挙人名簿管理、
国民健康保険、国民年金、後期高齢者医療、
生活保護、健康管理、児童扶養手当、
子ども・子育て支援

標準準拠システムの利用

標準準拠システムの提供

移行計画、システム選定、システム移行

法施行

対象事務

基本方針

財政措置（デジタル基盤改革支援基金をJ-LISに設置）

４



行政手続オンライン化について

資料２

○ マイナポータルの機能改善に関する情報 【随時】

○ デジタル基盤改革支援補助金（オンライン化分）に関する情報 【R3.8以降】

○ マイナポータルと基幹システムのエンドツーエンド接続に係るシステム標準仕様書
の策定 【R3.9】

○ 総務省 「特に国民の利便性向上に資する手続のオンライン化取組状況調査」
等の実施 【R3.9】

○ 被災者支援関係手続に関する情報 【R3.11以降】
（内閣府整備「クラウド型被災者支援システム」の概要、利用料金等）

〇 転出・転入手続のオンライン化に関する情報 【R3.12以降】
（住民記録システム改修に対する「社会保障・税番号制度システム整備費補助金」）

１．ワーキンググループの取組実績

（１）国の動向等の情報共有

５



国が今年度整備予定の「クラウド型被災者支援システム（被災者台帳機能、証明書申

請・発行管理機能）」とマイナポータルの連携等について検討中

オンライン化に向け、国の「社会保障・税番号制度システム整備費補助金」 （令和３年度
補正予算）を活用し、今後、全市町において住民記録システムの改修を実施予定

資料２

市町名
マイナポータル
利用手続数

市町名
マイナポータル
利用手続数

下関市 ６手続 美祢市 ０手続

宇部市 ０手続 周南市 ９手続

山口市 １１手続 山陽小野田市 ０手続

萩市 １手続 周防大島町 ０手続

防府市 ０手続 和木町 １０手続

下松市 ５手続 上関町 ０手続

岩国市 １手続 田布施町 ０手続

光市 １２手続 平生町 ０手続

長門市 ０手続 阿武町 ０手続

柳井市 ０手続 合計 ８市町延べ５５手続

子育て関係・介護関係２６手続のマイナポータル活用状況（R4.2.1時点）

転出届・転入予約のオンライン化

６

被災者支援関係手続（罹災証明書の発行申請）のオンライン化

（２）オンライン化取組状況のとりまとめ



資料２（３）課題のとりまとめとその対応

○ 手続作成画面の操作性向上（手続様式ファイルのインポート機能の追加等）

〇 申請情報の差戻し、管理機能の追加（不備があった際の対応が煩雑）

⇒ 全国知事会や政府要望を通じ、マイナポータルの機能改善等を要請
国においては、申請処理状況登録機能を追加（今後も随時、ＵＩ／ＵＸを改善）

〇 マイナンバーカード普及率の向上、デジタルデバイド対策が必要

⇒ 国事業とも連携し、県・市町によるカードの普及啓発・広報活動を展開
⇒ （デジタルデバイド対策専門部会を設置し、市町・携帯通信電話等と連携・協働

して取組を実施）

マイナポータルでのオンライン化に対する課題及び対応

○ 内閣府「クラウド型被災者支援システム（被災者台帳機能、証明書申請・発行管理
機能）」と県「被災者生活再建支援システム（住家被害認定調査機能）」のデータ連
携の可否等

⇒ 県防災危機管理課から県システムの機能、内閣府システムとのデータ連携手法
（ＣＳＶ連携）について説明

〇 汎用的電子申請システムの共同利用の拡大

⇒ 共同利用の推進に向けた説明会を開催。（令和４年度から１市が加わり、県及び４
市（下関市・山口市・岩国市・長門市）で共同利用を実施）

被災者支援関係のオンライン化に向けた課題及び対応

その他の取組

７



利用者の満足度向上を目指し、随時マイナポータルの改善を実施

○ 申請処理状況の登録機能、プッシュ通知機能の追加（令和３年１０月）

・ 自治体が「処理中」「不備有」等の処理状況や連絡事項を登録

・ 住民のマイナポータルアプリにプッシュ通知、ログインすると詳細の確認が可能

○ 申請入力補助機能の実現（令和３年１１月）

氏名や住所などの情報を登録しておくと、申請時に自動入力が可能 （行政機関に
ある自分の情報や申請履歴を用いて自動入力する機能は来年度以降に実装予定）

（１）マイナポータルの改善

２．国の動向
資料２

８



○ マイナポータル標準様式のプリセット

・ 特に国民の利便性向上に資する手続（子育て・介護・被災者支援関係）をはじめ、
標準様式のプリセットを順次拡大
・ 令和４年２月４日時点で５７手続を登録（児童扶養手当の現況届：R4.3登録予定）

《標準様式利用のメリット》

・ 自治体が申請フォームを作成する作業が不要、すぐに電子申請の開始が可能

・ マイナンバーカードの情報（氏名・住所・性別・生年月日）や連絡先の自動入力
等の機能を提供

○ ヤフーくらしとの連携（令和３年６月２９日から）

・ マイナポータルでは自治体が標準様式を利用して申請サービスを提供する場合、
民間サービスでもオンライン申請ができる仕組み（申請ＡＰＩ）を提供中

・ ヤフーくらしでは、手続検索から送信完了までシームレスにオンライン申請が可能

・ 全国２３３自治体（県内：山口市、光市、岩国市、和木町）の手続が利用可能（R4.1）

資料２
（２）オンライン手続の利用拡大に向けた取組

９



資料３

県・市町におけるＲＰＡ等の共同利用について

１ ＲＰＡの共同利用について

実施時期 取組内容

～R3.8月 ＲＰＡ導入業務の掘り起こし、対象業務候補のヒアリング

R3.9～10月上旬 業務フローの団体間比較、標準的業務プロセスの検討・構築

R3.11月中旬

ＲＰＡ導入業務の決定（５業務）

R3.12月6日～7日
ＲＰＡシナリオの作成
⇒集合研修の一環で⑤講演会・講座アンケート集計業務のシナリオ作成
を実施（全市町）

R3.12月中旬～
R4.2月上旬

ＲＰＡシナリオの作成
⇒各市町が５つのグループに分かれて、シナリオ作成を実施

（１） ＷＧの取組状況

①歳入・歳出伝票起票業務 ②年末調整業務 ③介護職員処遇改善加算判定
業務 ④農地台帳等管理業務 ⑤講演会・講座アンケート集計業務

【①歳入・歳出伝票起票業務】
岩国市・長門市・美祢市・和木町／柳井市・山陽小野田市

【②年末調整業務】 下松市・上関町
【③介護職員処遇改善加算判定業務】 宇部市・光市・周南市・平生町
【④農地台帳等管理業務】 山口市・萩市・防府市・田布施町 10



資料３

・～３月上旬 効果検証の実施

・３月中旬 来年度事業に向けた課題・対応策の整理、成果報告書のとりまとめ

・３月下旬 今年度事業成果報告会の実施（Ｗｅｂ開催）

（２） 今後のスケジュール

○令和３年６月から議録作成支援システムの共同利用の試行を開始

○試行期間中（～令和３年９月末）、１５市町が約２００件の議事録作成に活用

○今後も、市町の要望を踏まえ、共同利用を継続的に推進

２ ＡＩ（議事録作成支援システム）の共同利用について

11

議事録作成支援システム共同利用市町（令和４年度：15市町）

宇部市 山口市 防府市 下松市

岩国市 光市 長門市 柳井市

周南市 周防大島町 和木町 上関町

田布施町 平生町 阿武町



デジタルデバイド対策専門部会の
取組状況等について



デジタルデバイド対策専門部会の取組状況について

◎「山口県デジタルデバイド対策専門部会」の設置（令和３年９月）

様々な主体が県内で取り組むデジタルデバイド対策を一体的かつ効果的に推進するため、山口県
デジタル・ガバメント連携構築会議に設置

◎「山口県デジタルデバイド対策専門部会担当者ＷＥＢ会議」の開催（令和３年１１月）

シニア向けデジタルデビューセミナーのの開催主旨の説明や、今後の対応等について意見交換

◎「シニア向けデジタルデビューセミナー」の開催（令和３年１２月）

県において、高齢者にとって興味・関心の高いテーマでセミナーをモデル的に開催し、高齢者等のデ
ジタルデビューに向けた機運醸成を図るとともに、市町をはじめとした専門部会構成員に公開し、動画
やテキスト等を本県独自のコンテンツとして全県に展開することにより、各地域での取組を促進するこ
とを目的に開催

[日 時] 令和３年１２月２日（木）１０：３０～１２：００

[場 所] やまぐちＤＸ推進拠点Ｙ－ＢＡＳＥ （山口市熊野町１-１０ ニューメディアプラザ山口１０階

※ 当日、専門部会構成員、社協等地域団体に、セミナーの模様をオンラインで配信

令和３年度

国の「デジタル活用支援推進事業」の県内における取組促進を図るとともに、県独自の広域的取組とし
て、高齢者等のデジタルデビュー、デジタルスキル向上に向けた取組を県、市町、携帯電話通信事業者等
との連携・協働により推進

事業計画

資料４

12



１ 応募・参加状況

２ 総 評

・セミナー開催前から募集者数を大幅に上回る応募があり、関心を持つ方が非常に多かった

・セミナーの満足度は、満足以上(満足～やや満足)と回答した参加者が約81.8％と好評であった

・セミナーに関し、「勉強になった」「自分のスマホにもアプリをダウンロードしてみたい」「また次回も参加
したい」と前向きなコメントが多数あった

・スマートフォンに対し、現在スマートフォンを持っていない参加者の100%（回答無しを除く）が「このセミ
ナーに参加してスマートフォンを持ってみたい」と回答するなど、セミナーがわかりやすく、理解しやす
かったというコメントが多くあった

３ 動画及びテキストの提供

・シニア向けデジタルデビューセミナーの動画及びテキストをアーカイブ化

・活用方法については、別途文書にて通知予定

【県ＨＰ・ＵＲＬ】 https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a13000/divide/divide.html

➣ 地域でのデジタルデバイド対策に、動画・テキストの積極的な活用を

135

4

年代比

60代 70代 80代

7

15

男女比

男性 女性

デジタルデビューセミナー開催実績

資料４

13
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県内でのデジタルデバイド対策の取組状況

１ 国事業（デジタル活用支援推進事業）の取組状況

資料４

ＮＴＴドコモ

■実施対象店舗 山口県内７自治体９店舗で実施
（下関市、宇部市、山口市、防府市、岩国市、光市、周南市）

■講座内容 体験編、入門編、基本編、キッズ編など（60分／講座）
※国事業対象（マイナンバーカード申請、マイナポータル利用、オンライン診療）

ＫＤＤＩ（au）

■実施対象店舗 山口県内３自治体４店舗で実施
（宇部市、長門市、萩市）

■講座内容 入門編、活用編、アプリ・サービス編、デジタル活用支援講座（60分/講座）
※国事業対象（マイナンバーカード申請、マイナポータル利用、オンライン診療等）

ソフトバンク

■実施対象店舗 山口県内６自治体７店舗で実施
（下関市、宇部市、山口市、防府市、光市、山陽小野田市）

■講座内容 基本的な操作、便利な使い方(LINE、スマホ決済など)、プログラミング体験
※国事業対象（マイナンバーカード申請、マイナポイント申込、e-Tax等）

携帯電話事業者による事業（類型Ａ）

14



萩市（萩市社会福祉協議会）

資料４

市町と地域団体・企業等との連携事業（類型Ｂ）

【受講対象者】
地域の高齢者

【開催場所・参加者数等】
公民館：８カ所
参加者数：15～20名／会場

【講座内容（全５回）】
第１回 インターネットの使い方
・スマホの基本的な操作方法
・文字入力やインターネット検索の仕方

第２回 アプリの使い方(ＬＩＮＥ、キャッ
シュレス決済)

・LINEのインストール、操作方法
・キャッシュレス決済アプリの仕組・概要

第３回 オンライン会議（通話について）
・ＬＩＮＥによるテレビ電話の実践

第４回 マイナンバーカード申請等
・スマホからの発行申請

第５回 個別相談会

山陽小野田市（山口テレコム）

【受講対象者】
地域の担い手（地区社協、支援団体）

※講座終了後、担い手が習得した知識・技術
を各地域に広げることで自発的な展開に繋
げる

【開催場所・参加者数等】
市内８カ所（公民館、社協施設等）
参加者数：15～20名／会場

【講座内容（全３７コマ）】
基本講座（４コマ）
①スマホの機能を知る
②アプリのインストール
③インターネットとメールの使い方
④オンライン会議

応用講座（２コマ）
①マイナンバーカードの申請
②e-Taxの利用

オンライン交流会(３コマ)
○全会場を結んで研修と交流

15



２ 市町独自の取組状況（アンケート調査、聞き取り等）

市町 取組内容

下関市

①公民館の市民講座として、携帯キャリアショップがスマホ操作説明会を実施
②デジタル版地域おこし協力隊の募集[スマートシティ推進のサポート]
【活動例】・スマートシティ推進協議会への参画・運営支援

・デジタルデバイド対策やＩＴリテラシー教育の取組支援 など
※令和４年４月１日就任予定

宇部市

①視覚障害者のためのＩＴ講習の開催（パソコン教室）
②高齢者のスマートフォン利用を促進し、デジタル格差の解消を目指すとともに、地域
活動の拠点である、ふれあいセンターにおけるデジタル機器活用により、コロナ禍に
おける地域活動の継続・活性化を図る。
（宇部市デジタル活用支援業務委託）

山口市
①ＬＩＮＥ㈱等との連携による講座の実施（LINE等と連携して教材開発等を行い、阿東
地域でデジタル活用支援講座の実証を実施）

②公民館の市民向け講座の一環としてスマホ講座を実施

防府市

①令和2年度に各地域公民館等にタブレット端末を配備。タブレット端末で公民館と市
役所窓口をオンラインで接続し、高齢者等が公民館で行政相談や申請手続きができる
環境を整備

②市立図書館の「大人のくらし塾」講座でタブレット体験会を開催（２回）

資料４
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【拡充ポイント】
携帯ショップのない市町村で開催する講習会への講師派遣が新たに対象

➣ 携帯電話事業者、地域団体等と連携して国事業の積極的な活用を

拡充

17

令和４年度デジタル活用支援推進事業（国事業）の概要
資料４



デジタル庁で、地方公共団体等と連携した「デジタル推進委員」に係る制
度について現在検討中

➣ 詳細が分かり次第、情報提供

【参考】「デジタル推進委員」制度（デジタル庁）
資料４
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マイナンバーカードの
普及促進について



マイナンバーカードの普及促進について

マイナンバーカードの交付状況（令和４年1月現在） ■山口県交付率
４２．８％ 全国７位
（全国平均：４１．０％）

資料５

一方で、市町ごとの交
付率には、最大２５ポ
イント以上の差がある
状況

➣ 県内外の優れた取組事例を積極的に取り入れ、全県的にマイナンバーカー
ドの取得を更に推進していくことが必要

【R4.1.1】 ４２．８％
↑ １．４４倍

【R3.4.1】 ２９．７％

19



令和２年１２月１日から取組を強化
１人的強化
・職員の増員２名→６名
・会計年度任用職員４名→１０名
２申請受付強化
・申請専用窓口を設置（３窓口）
・公民館及び商業施設での出張申請
（J-Lisによる申請書再送付に合わせる）
・企業・学校での出張申請受付
３カード交付体制の強化
・毎週日曜日：８時１５分から１５時まで
※第３土曜日の次の日曜日は除く
日曜窓口非開設日は商業施設で出張申請

4窓口混雑対策の充実
・電話予約の開始（令和３年１月１５日～）
・インターネット予約の開始
（令和３年３月１日～）

防府市におけるマイナンバーカード普及促進の取組について

交付率 ２４. ４２％ → ４８. ３％
申請率 ３０. ６２％ → ５４. ９％

(R2.11.30)            (R3. 12.31)

交付率が伸びた要因

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

6 10 15 7 6 5 4 3 4 2 4 4

571 833 827 133 22 15 10 3 10 10 19 22

公民館(令和３年）

商業施設（※１０月は参院選と衆院選の期日前投票所で実施）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 1 1 1 1 1 1 1 1 13 1 0

88 157 98 26 4 31 12 4 15 117 45

7 8 9 10 11 12

1 4 3 3 1 1

12 30 76 13 8 4

企業・学校

上段：回数 下段：件数

〇マイナポイントの実施
〇１月から３月に集中して、出張申請受付を行ったこと
〇庁内での申請専用窓口を設置したこと
〇早い時期にマイナアシストと窓口予約システムを導入したこと
〇件数は少なくても、あきらめずに出張申請を続け、地道に申請を
受付けていること
〇マイナバーカード普及室の職員が会計年度任用職員を含め、
一丸となって取組を進めてきた（いる）こと

資料５
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県内での取組事例（防府市の例）



令和３年２月に折込チラシとして配布

資料５
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県内での取組事例（阿武町の例）

マイナンバーカード交付率の推移（R3.4.1～R4.1.1）

資料５

■阿武町における取組（聞き取り）

○申請受付方法の工夫

・当該期間中、休日申請窓口を本所及び支所２箇所に開設
・写真撮影の無料対応
・防災無線による町民への周知
➣ ３月にも休日申請窓口を開設予定

県平均 1.44倍の伸び 阿武町 1.60倍の伸び

【R3.10月～12月の間】

他の市町にはない、急激
な伸びが見られる
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資料５

県外での取組事例

宮崎県都城市
【交付率：75.1%」

・特設会場の設置や公民館、商業施設等で申請補助を
行い申請機会を創出

・企業・地域単位での申込に加え、申請補助自動車
「マイナちゃんカー」で1人からでも出張申請受付

石川県加賀市
【交付率：72.0%】

・タブレット、予約システム導入など窓口業務改善
・地区ごとに希望者を募り公民館で出張申請受付・出
張交付

・カードを活用した電子申請手続の拡充

大分県姫島村
【交付率：77.7%】

・役場内に臨時撮影所を設置し、写真撮影・印刷を無
料対応（ケーブルテレビ等を通じた呼びかけ）

・マイナポータル専用端末による申請補助の実施

新潟県粟島浦村
【交付率：77.0%】

・職域や集落単位で村民を集め、写真撮影・申請手続
きを職員がサポート

・特に、漁業、観光などの個人事業者向けには、e-Tax
による確定申告の実施をセットにＰＲ
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申請受付等におけるきめ細かな住民対応の実施

県内のマイナンバーカード普及に向けた対応策
資料５

24

■マイナンバーカードの利便性向上対策
・マイナンバーカードを活用した電子申請手続の拡大

■県内外における具体的な取組事例

・タブレット導入等による窓口業務の改善
・写真無料撮影の実施、申請手続きのサポート
・休日申請窓口の開設、支所・公民館での申請受付
・商業施設、イベント等への臨時窓口開設
・職域、地域単位での集団受付
・戸別訪問による申請受付 等

■マイナポイント第２弾の最大限の活用

・県、市町が連携した広報活動等の実施

その他の取組



国事業を活用した申請受付・交付体制の更なる充実・
強化の検討を

資料５
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マイナンバーカード普及に向けた国の取組



資料５
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６月頃に開始の見込み

資料５
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デジタル関連の県の新規事業等
について



令和３年度

やまぐちＤＸ推進事業 544,600千円

令和４年度

やまぐちＤＸ推進事業
303,906千円

デジタルデバイド対策事業
9,938千円

① Ｙ－ＢＡＳＥの開設・運営

② 課題解決実証の推進
◆シビックテック チャレンジ YAMAGUCHI

７件採択
（山口市、防府市、周南市、阿武町、県３）

◆デジテック・オープンイノベーション
４件採択
（山口市、岩国市、防府市、美祢市）

課題解決エンジニア・キャンプ
実施事業 2,000千円

新

次代を支えるデジタル人材育成
事業 62,820千円

新

新

デジタル共創展示会開催事業
5,000千円

新

やまぐちデジタルマンスリー
開催事業 15,274千円

新

やまぐちデザインシンキング
カレッジ開催事業 15,000千円

新

ワールドＡＩコンペティション
実施事業 10,000千円

新

課題解決
の促進

普及啓発
の強化

思考法
の導入

高度人材
の輩出

高齢者等
の参画 事業者/市町と連携した

対策 9,938千円
新

③ デジタル人材の育成
◆ＡＩ人材の育成 【やまぐち ＡＩ Quest】
e-Learningを242人が受講、入門編修了138人、ハンズオン勉強会参加28人

◆データ利活用人材の育成 【やまぐちデータアカデミー】
県及び11市町職員73人が受講、給食の情報提供サービス等を構築中

◆ＤＸ人材の育成 【ローコード基礎研修】
県及び８市町職員30人が受講、紙おむつ支給に係る申請ツールなどを開発中

◆デジタルリテラシーの向上 【Ｙ－ＢＡＳＥでのセミナー等】
各種ツール利用研修、デバイド対策、親子イベント等

５つの
課題

◆Ｙ－ＢＡＳＥ（R3.11開設）
３ヶ月間で913人来所、ＤＸコンサル19案件（周南市野犬対策等）

◆デジテック for YAMAGUCHI（R3.6発足）
１月末の会員数586（個人480、法人106）、会員交流（slack、note等）
シビックテック的活動（レノファ山口駐車場の見える化アプリの開発）

会員主催イベント実施（コードフォー山口によるデータ見える化等）

拡

ＤＸ関連事業の実績・課題と令和４年度の展開

聴力の弱い方向けに

話した言葉を文字で表示

28

「やまぐちＤＸ」の創出について
資料６



やまぐちＤＸ推進事業 【デジタル政策課】 ３０３，９０６千円

やまぐちDX推進拠点「Y-BASE」を核として全県的なDX推進をサポートするとともに、DX推進官民協働フォーラム
「デジテックfor YAMAGUCHI」の活動を促進し、地域課題の解決や新たな価値の創造を推進

拡

細事業名 内容 募集開始時期等

Ｙ－ＢＡＳＥ運営事業
専門スタッフを配置し、DXコンサルティングや技術サポートによる多様な
分野におけるDX推進、Y-Cloud及び山口県データプラットフォームの運営

見学・相談を随時受付中
サテライト設置（後述）

デジテックforYAMAGUCHI
活動推進事業

デジタル技術を活用して本県が抱える地域課題の解決を目指す官民連
携会員制組織の活動の支援、会員を対象としたセミナー等の開催

会員を随時募集中
セミナー等を随時開催中

シビックテックチャレンジ
YAMAGUCHI推進事業

県内の地域課題・行政課題に対して、デジタル技術を活用した解決策を
スタートアップ企業等から募集し、共同実証を実施（８課題程度採択）

４月中旬から課題募集を
開始予定

デジテック・オープンイノ
ベーション創出事業

会員同士による県内をフィールドとした社会実装に繋がる先導的な実証
を支援（７,０００千円×３件程度採択）

４月下旬から案件募集を
開始予定

データドリブン推進事業
データ同士の関連性をAIにより可視化、多様なデータの所在や性質を
把握するための官民のデータインデックス作成

―

新課題解決エンジニア・
キャンプ実施事業

県内外から市民エンジニアが集い、中山
間地域をフィールドとして、具体的な課題
解決に向けたアイデアソン・プロダクト開
発等に取り組むキャンプの開催

※秋頃実施予定

新デジタル共創展示会
開催事業

最新技術を擁する企業等と連携したデジタル展示会の開催
（開催場所：Ｙ－ＢＡＳＥ等）

※開催時期調整中

新やまぐちデジタルマン
スリー開催事業

デジタルの日（10月）と連携した集中的なデジタルイベントの開催 ※１０月に実施予定

（例）IoTを活
用した鳥獣
被害対策ﾂｰ
ﾙの開発

資料６
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次代を支えるデジタル人材育成事業 【デジタル政策課】 ６２，８２０千円新

官民のデジタル人材を育成するために、多彩な研修等を実施

細事業名 内容 募集開始時期等

やまぐちＡＩ Ｑｕｅｓｔ実施
事業
［対象：デジテック会員］

デジテック for YAMAGUCHIの会員に対してAI学習プログラムのオンライ

ン講座を無料開放、一定レベルに達した受講者を対象とした実践的な
課題を取り扱うハンズオン勉強会の開催

受講者を随時募集中

山口データアカデミー開
催事業（一部新規）

［対象：行政職員］

データに基づく施策構築・効果検証の重要性を認識し、課題解決・効率
化のための行政サービス構築に取り組む研修の開催、データ加工・分
析を実際にツールを用いて学習するハンズオン研修の開催（新規）

※開催時期調整中

ローコード基礎研修実施
事業

［対象：行政職員］

最小限のプログラミング知識でアプリ開発やUI/UXを改善できるツール
の基礎研修の実施、研修受講者が各団体でのDX推進リーダーとなるス
キル習得やツールの横展開を図る成果発表会の開催

※開催時期調整中

新やまぐちデザインシン
キングカレッジ開催事業

［対象：行政、民間等］

企業などにおける習得ニーズが高く、デジタル技術の活用に重要となる
「デザイン思考」を習得するための実践的な人材育成プログラムの開催

※開催時期調整中

新ワールドＡＩコンペティ
ション実施事業

［対象：行政、民間等］

企業や行政等から自社が抱える課題及び賞金等を募集し、実課題を解
決するAI開発コンペティションの開催、開催を通じた高度人材の発掘及
び育成強化、さらには、様々な手法により世界中で生まれるAIモデルの
獲得

※秋頃実施予定

デザイン思考：顧客にとって望ましい連続的な体験を提供するための仕組みとして
サービスを構想し、実現するための方法論。サービスの影響を受ける人間を中心
にして、可能な限り多くの解決案を探り、その中から最良の最終案に絞り込んでい
くという「発散」と「収束」を経るというプロセスが、分析的な思考法とは大きく異なる。

資料６
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「Ｙ－ＢＥＳＥ」を核とした全県的なＤＸ推進について

１ 市町との連携による「Ｙ－ＢＡＳＥ」サテライト機能の構築について

■ 利用者：９１３名（１７７団体・個人）

【来所者の施設・機能への満足度等（アンケート結果から）】

●「満足」「やや満足」→９４．５％ ●「利用したい」「機会があれば利用したい」→９３．６％

■ 市町要望

資料６
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・ＤＸの取組における「Ｙ－ＢＡＳＥ」との連携・支援（DXコンサル、実証実験、DXセミナー 等）

施 設 ＤＸに関連する市町所管施設内に専用スペースを確保

環 境 専用スペース内にＷＥＢ会議環境を構築

人 員

施設内に相談対応スタッフを配置

〇一次相談受付・対応、Y-BASEとの連絡調整

（希望者がY-BASEスタッフとオンラインで相談等）

希望する市町の所管施設内に「Y-BASE」とのサテライト機能を構築

○構築イメージ ※施設・体制の整備等は市町で対応

《Y-BASEプレートを掲示》



２ 今後のＹ－ＢＡＳＥイベントスケジュール

※上記のほか、セミナー、イベントなどを複数計画中

※新型コロナウイルスの感染拡大状況によりスケジュールが変更となる可能性あり

■Ｙ－ＢＡＳＥを核とした更なるＤＸ推進や今年度の取組成果報告等のため、年度末
にセミナー・イベント等を集中的に展開
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日にち 内容

２月２５日（金） オンラインセミナー（テーマ：ブロックチェーン 講師：ＮＴＴデータ）

３月 ２日（水） オンラインセミナー（テーマ：匿名加工 講師：ＮＴＴテクノクロス）

４日（金） オンラインセミナー（テーマ：データ分析 講師：ヤフー）

８日（火） オンラインワークショップ（テーマ：データ可視化 講師：ＮＴＴ西日本ほか）

１７日（木） ５Ｇ研究会（テーマ：５G・メタバース 講師：日本マイクロソフトほか）

１８日（金） イベント（県内ＩＴエンジニア等１０名程度によるライトニングトーク（ＬＴ）会）

２２日（火） 「やまぐちデータアカデミー」成果報告会

２４日（木） 「ローコード基礎研修」成果報告会

２５日（金） 「シビックテックチャレンジYAMAGUCHI」成果報告会



行政事務情報化事業（一部） 35,185千円
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１．デジタル・ガバメント構築支援業務
「自治体ＤＸ推進計画」に基づく取組を全県的・計画的に進めるため、県において外部人
材を確保（委託）し、市町に対する専門的な相談対応や課題解決に向けた提案・助言等を
行う。

（１）専門的な相談対応等

○相談窓口の設置（Ｗｅｂ会議・電話等：週１回程度）

○市町への巡回相談（月１回程度）

≪支援内容の例≫
・標準準拠システムへの移行計画の作成支援
・マイナポータル（ぴったりサービス）でのオンライン手続作成支援
・調達時の仕様書や予定価格の検証
・その他デジタル・ガバメント推進に係る取組全般に関する相談対応

（２）取組の進捗確認等

○巡回相談等と併せた各取組の進捗確認

○他自治体の先進事例の横展開

「デジタル・ガバメントの構築」について
資料６

【デジタル・ガバメント推進課】



＜令和４年度事業のPoint＞

○ マイナンバー系業務も含めた新たな業務のＲＰＡ共同利用を推進

○ 操作・ＢＰＲ研修について、グループワーク等を中心としたより実践的な内容にシフト

○ 業務の選定や標準業務プロセスの検討を、ＲＰＡ等共同利用ワーキング主体で実施

○ ＲＰＡだけでなく、新たなデジタル技術の共同利用に向けた検討も実施

資料６
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２．電子契約サービスの導入

工事請負や業務委託、物品購入等について、

Ｗｅｂ上で契約を締結することが可能な電子契約

サービスを導入

⇒製本・郵送・保管に要するコスト・業務の削減、

ﾃﾚﾜｰｸ･ﾘﾓｰﾄﾜｰｸ推進に寄与、印紙税も不要

３．Ｗｅｂ口座振替受付サービスの導入

Ｗｅｂ上で県税等の口座振替の申込みが実施で

きるＷｅｂ口座振替受付サービスを導入

⇒押印不要で、ＰＣ・スマートフォンから24時間い

つでも申込可能、郵送コストも削減

納付者 金融機関

県ＨＰ
受付
サイト

口座情報
登録ページ

県

①アクセス

④口座情報入力

③メール送信

⑤口座情報

登 録

②情報入力

⑥結果還元

県・市町ＲＰＡ等共同利用推進事業 14,190千円【デジタル・ガバメント推進課】

自治体業務の様々な分野で、県と市町が共同でＲＰＡ等のデジタル技術の導入に取り組むこと
により、県内自治体のデジタル・ガバメントの実現を推進し、行政サービスのさらなる向上や業務
効率化を図る



デジタルデバイド対策事業 【デジタル政策課】 ９，９３８千円新

誰一人取り残さないデジタル社会の実現を図るため、デジタル機器の活用に不安のある高齢
者等がデジタルの『楽しさ』や『利便性』を理解し、より豊かな生活を実現できるよう、デジ
タルデバイドの解消を図る。

（１） 事業者提案型 【6,000千円】

事業者からの提案による、デジタル初心者でも生活に取り入れやすいスマートフォン等を活用した先導的な事
業を、市町と連携して実施、デジタルデバイド対策に係るモデル事例の創出と県内への横展開を図る。

【提案数等】 ４提案×＠１，５００千円

【実施概要】 携帯事業者等からの提案事業と市町とマッチングし、市町の実情を踏まえた内容に調整して実施

デジタルデバイド対策としてデジタルの『楽しさ』や
『便利さ』が伝わる市町独自の取組に対し補助を行い、
県内全域でデジタルデバイド対策を促進する。

【補助件数等】 １９市町×＠２００千円

【事業概要】
・市町が行うデジタルデバイド事業へ補助
・補助対象は機器調達費や講師謝金など

【事業イメージ】
・スマホとアプリを活用した健康づくり講座
・ＳＮＳ（Line等）やYouTubeの使い方セミナー
・ネットショッピングの使い方講座 など

（２） 市町提案型 【3,800千円】
☛ 県内全域におけるデジタルデバイド対策の促進と

デジタル活用を通じたQOLの向上

☛ デジタルを介した高齢者等の社会参加の促進
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「デジタル・エリアやまぐち」の形成について
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ブロードバンドサービスに係るユニバーサルサービス制度について

１ 経緯

国の「ブロードバンド基盤のあり方に関する研究会」で検討が進められ、２月２日の第１８回検討会
において、「最終案」が取りまとめられた。

２ 最終案の主なポイント

（１）制度の基本的な考え方

① ブロードバンドサービスの「基礎的電気通信役務化」
・ ブロードバンドサービスの維持等のための新たな交付金制度の創設
・ ブロードバンドサービスの適切、公平かつ安定的な提供確保のための事業者規律の導入

② 基礎的電気通信役務として位置付けるブロードバンドサービス
・ 光ファイバ等の有線ブロードバンドサービス（無線ブロードバンドサービスは対象外）

③ 有線ブロードバンド未整備地域の解消と今般の制度改正の関係
・ インフラ整備の完了を前提に、サービスの適切、公平かつ安定的な提供を確保することを
目的とした制度であり、インフラ整備促進自体を直接の目的とはしていない
・ 後年度負担への懸念払しょくによる整備促進効果を期待

資料６
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（２）交付金制度の在り方
① 目的
・ 不採算地域における有線ブロードバンドサービスの維持
・ 有線ブロードバンド未整備地域の解消促進
・ 公設公営・公設民営から民設民営への転換促進

② 支援対象地域
・ 支援対象地域は、市場に委ねたのではサービスが維持されない可能性が高い地域を
「支援対象区域」として町字単位で指定

③ 支援対象事業者
・ 「支援対象地域」で有線ブロードバンドサービスを提供する民間事業者
・ 交付金制度は、自治体の財政支援を目的としたものではないため、公設公営の有線ブロー
ドバンドサービスは対象外

④ 支援対象経費
・ アクセス回線設備等の維持費及び離島における海底光ケーブルの維持費
・ 設備更新費は減価償却費として、更新年以降の毎年の設備コストに含めるが、自治体設置
の公設設備の更新費は対象外

⑤ 負担対象者
・ 有線又は無線ブロードバンドサービスを提供する全ての事業者
・ 負担をエンドユーザーに転嫁することも事業者判断で可能
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３ 今後のスケジュール

２月４日に「最終取りまとめ」が公表され、これを踏まえ、今国会中に電気通信事業法の改正案
が提出される予定

【新たな交付金制度の効果と費用（※現時点での試算）】

全国の有線及び無線ブロードバンドサービス事業者が負担する負担金を原資として、不採
算地域において有線ブロードバンドサービスを提供する事業者の赤字の一部を支援。
・ 負担金：約８円/月・契約（利用者への負担金の転嫁は各事業者が判断）
・ 交付金：約２３０億円
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本県のデジタル改革を進めるためには、その担い手となる人材の充実が不可欠である
ことから、デジタル人材の育成を計画的・効果的に推進することを目的に、求められる職
員像や能力を設定した上で、必要な研修内容や人事運用上の取組を整理した「山口県
デジタル人材育成方針」を策定

求められる職員像

様々な情報を収集する探索心をもって、現状の課題を分析・発見し、デジタル
技術の活用により、サービス・業務の変革に挑戦する職員

⚫ 職員一人ひとりが課題意識を持ち、主体的に様々な情報を収集し、分析を行うこ
とが重要。

⚫ 「県民が満足するサービス」を常に考え、デジタル技術を活用して解決していく姿
勢が求められる。

⚫ 試行錯誤を重ねながら、失敗を恐れることなくサービス・業務の変革に挑戦し続け
ていくことが重要であり、全職員が求められる役割を十分理解し、チーム（組織）とし
て取り組まなければならない。

山口県デジタル人材育成方針の策定について
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人材区分と役割

人材区分 役 割

デジタルマネジメント人材
【管理職員】

デジタル技術を活用した業務やサービスの変革に向けて、内部
や外部の人材・組織と連携しながら職員を指導・監督

デジタル専門人材
【情報職・情報担当職員】

デジタル技術やデータ分析に精通し、業務やサービスの変革の
ために必要な提言、助言を行い、関係者と連携して業務を遂行

デジタル推進リーダー人材
【政策担当職員】

リーダーとしてデジタル技術を活用した業務やサービスを企画・
立案し、他部局とも連携して業務を遂行

デジタル利活用人材
【一般職員】

デジタル技術に係る基本的な知識を持ち、必要に応じてその知
識を活用し、サービスの向上や業務の効率化等に取り組む

求められる能力

職員は、デジタル技術を効果的に
活用する観点で、職務遂行上必要
な能力を向上することが必要であり、
特に、業務遂行能力については、
サービスデザイン思考を十分理解
し取り入れることにより、最大限活か
していくことが求められる。

職務遂行上
必要な能力

サービスデザイン思考 ＜サービス設計１２箇条＞
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職員研修

専門性や技術レベルに合わせたスキルを設定し、効率的に必要なスキルを習得
していけるよう研修内容（スキルマップ）を整理

ス キ ル 概 要
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
人材

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
専門
人材

ﾃ゙ ｼ゙ ﾀﾙ利活用人材
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
推進ﾘー ﾀ゙ ｰ
人材

一般
職員

ソフト

スキル

デジタル化
マネジメント

責任者としてプロジェクトを管理、推進
し、マネジメントすることができる。 ●

デジタル化
リーダーシップ

リーダーとしてプロジェクトを企画・立
案し、関係者と連携して業務を進めるこ
とができる。

● ●

技
術
ス
キ
ル

高
度

ネットワーク(上級)
ネットワークに関する高度な技術を持ち、
関連する業務を構築できる。 ●

アプリ開発（上級）
プログラミングの高度な知識と技術を持
ち、関連する業務を構築できる。 ●

システム構築
アジャイル手法等を理解し、システムに
係わる高度な知識を持ち、構築できる。 ●

データ利活用応用
データ分析に基づき、課題設定から政策
立案に至るEBPMの一連のプロセスを実
行できる。

●

AI活用 AIを活用したプロジェクトを構築できる。 ●

アプリ開発
ローコードを活用し、比較的単純なアプ
リを作成し、内製化することができる。 ●

デザインシンキング
デザインシンキングの手法を使い、新し
いサービス、及び業務改善の立案等を行
うことができる。

●
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ス キ ル 概 要
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ
人材

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
専門
人材

ﾃ゙ ｼ゙ ﾀﾙ利活用人材

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
推進ﾘー ﾀ゙ ｰ
人材

一般
職員

技
術
ス
キ
ル

高
度

情報セキュリティ システムやネットワークに係るセキュリティ
を理解し、対策、運用できる。 ●

基
礎(

業
務
担
当)

ネットワーク ネットワークに関する知識を習得している。 ●
RPA活用 RPAの知識を習得し、活用することができる。 ●
BPR活用 BPRの知識を習得し、活用することができる。 ●

システム企画・調達 施策立案から的確な提案依頼を行い、適切な
事業者の選定、契約を行うことができる。

●

共
通
理
解
の
形
成

マ
イ
ン
ド
セ
ッ
ト

デザインシンキング基礎 デザイン思考について基礎的な知識を習得している。 ●

UI/UX基礎 UI/UXの基礎的な知識を習得している。 ●
DX基礎 DXの基礎的な知識を習得している。 ●

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用

ICT基礎 ICTの基礎的な知識を習得している。 ●
情報セキュリティ基礎 情報セキュリティの基礎的な知識を習得している。 ●

Webデザイン基礎
アクセシビリティを学びながらCMSを利用し
た県HPのデザイン知識を習得している。 ●

オフィス基礎 オフィスの基礎的な知識を習得している。 ●

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー

データ利活用基礎 データ利活用の基礎的な知識を習得している。 ●
AI基礎 AIの基礎的な知識を習得している。 ●
その他（動向に合
せて設定）

様々な最新トピックスの知識を習得している。 ●
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人事運用上の取組

⚫ 国や他自治体、ＩＴ関連
企業に職員を派遣するな
ど、外部の知見に触れる
多様な機会を確保し、職
員の資質向上に努める。

⚫ 人事ローテーションによ
り、デジタル技術も自治体
業務も分かるデジタル人
材を育成するための基本
モデルを示し、質の高い
人材を確保・、配置する。

< 情報職における人材育成の基本モデル >

このモデルは、一般的なモデルです。


